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特集：今後のわが国の年金制度の方向性

在職老齢年金の緩和・廃止と就業行動の変化

金 明中＊

抄 録

在職老齢年金とは，就労し，一定以上の賃金を得ている60歳以上の老齢厚生年金受給者を対象に，当
該老齢厚生年金の一部又は全部の支給を停止する仕組みである。2020年改正では，65歳未満の人に支給
される特別支給の老齢厚生年金を対象とした在職老齢年金（低在老）の支給停止基準が65歳以上の人に
対する在職老齢年金（高在老）にἧえられた。在職老齢年金による高年齢者の就業抑制効果について
は，これまで多くの研究が行われており，在職老齢年金制度が高年齢者の就業意欲を抑制している可能
性があるという分析結果も出ている。ただし，在職老齢年金の廃止を含めた見直しについては意見が統
一されておらず，賛否が拮抗している状況だ。
少子高齢化の進展による生産年齢人口の減少の問題を解決するためには労働市場に参加し活躍する
ことを希望する人は誰でも労働市場に参加し活躍できる社会を構築することが望ましく，そのためには
労働市場への進入を妨げる「壁」を破る必要がある。一方，在職老齢年金制度の廃止を含めた見直しは
一部の高所得者を優遇する政策であり，社会保障政策の再分配に逆らうという非難の声もあるので彼ら
の意見も慎重に検討しなければならない。従って，今後は在職老齢年金制度の廃止を含めた見直しに伴
う年金財政の悪化とそれによる将来世代の所得代替率（給付水準）の低下をどのように補うか，また，
再分配機能が弱まることをどのように防ぐか等について対策を講じながら見直しを推進する必要があ
る。
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Ⅰ はじめに

在職老齢年金制度とは，就労し，一定以上の賃
金を得ている60歳以上の老齢厚生年金受給者を対
象に，当該老齢厚生年金の一部又は全部の支給を
停止する仕組みである。対象は①就職して賃金収

入のある厚生年金保険の被保険者で，②老齢厚生
年金の受給権者，そして，③総報酬月額相当額と
老齢厚生年金の基本月額の合計が基準額を超えて
いる人だ。1965年に導入された在職老齢年金制度
は，高齢期の就労の在り方，年金の支給開始年齢
や給付水準等を加味して数次にわたる改正が行わ
れてきた。特に2020年改正では，65歳未満の人に
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支給される特別支給の老齢厚生年金を対象とした
在職老齢年金制度（低在老）の支給停止基準が65
歳以上の人に対する在職老齢年金制度（高在老）
にἧえられた。その結果65歳未満の人の支給停止
が緩和され，より就労に中立的な制度となった
（2022年4月1日施行）。
しかしながら，現在実施されている在職老齢年
金制度は，高齢者版「就労の壁」と言われるほど，
高年齢者の働く意欲を削ぐような仕組みになって
おり，厚生労働省の審議会でも議論が交わされて
いる。一方，在職老齢年金制度の廃止を含めた見
直しは一部の高所得者を優遇する政策であり，社
会保障政策の再分配に逆らうという非難の声もあ
る。在職老齢年金制度による高年齢者の就業抑制
効果については，これまで多くの研究が行われて
おり，在職老齢年金制度が高年齢者の就業意欲を
抑制している可能性があるという分析結果も出て
いる。本稿では，在職老齢年金制度の歴史と高年
齢者の労働市場参加の現状，そして在職老齢年金
制度と高年齢者の就労との関係について説明して
から，在職老齢年金制度の今後のあり方について
論じる。

Ⅱ 在職老齢年金制度の歴史

1941年に創設された労働者年金は1944年に厚生
年金保険に名称を変更した後，1954年に戦後初の
全面改正が行われた。1954年の改正では，男性の
支給開始年齢が段階的に引き上げられ（1957年か
ら1974年まで16年かけて55歳から60歳に引き上
げ），財政方式が完全積立方式から賦課方式，つま
り，修正積立方式と段階保険料制に修正された。
財政方式を変更した主な理由は，旧制度の保険料
率では約束した給付水準を実現できないためで
あって，その背景には戦後の激しいインフレが挙
げられる1)。
一方，老齢年金の支給要件は，在職中の人には
そもそも年金を支給しない仕組みであった。しか
し，高年齢者の場合，賃金が低く，賃金だけでは

生活が困難なケースが多かった。そこで，1965年
の年金改正で，厚生年金保険法の老齢年金の受給
資格を満たしている65歳以上の高齢就業者にも年
金を支給するために在職老齢年金制度を導入し
た。支給割合は本来の年金額の一律8割で，年金
額の2割は支給が停止された。堀（2020）はこの時
代の在職老齢年金制度が現在と異なる点として，
「①当時は被保険者資格を喪失したことが老齢年
金の支給要件の一つとなっていたが，1965年の年
金改正による在職老齢年金制度の導入は被保険者
であっても65歳以上であれば老齢年金を支給する
という，65歳以上の高齢者を優遇するものであっ
たこと，②現在の高在老は報酬比例部分の年金で
あるが，1965年改正による在職老齢年金制度は定
額部分も含んでいたこと，③当時の支給開始年齢
は基本的に60歳以下であったこと」を挙げてい
る2)。
その後在職老齢年金制度は，高齢期の就労のあ
り方，年金の支給開始年齢や給付水準等を加味し
て数次にわたる改正が行われてきた。まず，1969
年の改正では，在職老齢年金制度を65歳未満の人
まで拡大し，標準報酬が2万円未満の65歳未満の
低所得の就業者に対して，8，6，4，2割の4段階に
区分した老齢年金が支給された。そして，1975年
には，65歳未満の人の在職老齢年金制度の支給制
限を緩和するため，同じ賃金であれば，原則，支
給割合が増加するようにした上で，支給割合を8，
5，2割の3段階に改正した。一方，基礎年金制度が
導入された1985年の改正では，厚生年金被保険者
の年齢上限が65歳未満と設定されたため，65歳以
上の人は被保険者ではなくなり，在職老齢年金制
度の仕組みから除外され，在職中でも年金が全額
支給されることとなった。この改正に対して堀
（2020）は，「改正により60歳代後半の者の保険料
収入がなくなったため，将来の少子高齢化等を踏
まえると年金財政を危うくする可能性があるこ
と，60歳代後半の者とはいえ，就労し，かつ，高
所得者の者にまで年金を支給するのは，国民の生
活保障を目的とする公的年金として問題がある」3)

1) 小林航・渡部恵吾（2019）p.18を参照。
2) 堀勝洋（2020）p.141を参照。
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ことを問題点として指摘した。
1989年の改正では，65歳未満の人の在職老齢年
金制度の支給割合を8割から2割まで7段階に細分
化する見直しが行われた。この見直しは賃金が増
えたにもかかわらず年金と賃金の手取額が減少す
る逆転現象の発生を最大限抑制するための措置で
あった。しかし，賃金が増えても，賃金と年金の
合計額が増えず，減る場合もあった。宮地（2020）
は「年金の支給割合を高めるための賃金調整を通
じて，企業側はコスト削減を図る。このような企
業側の行動によって，在職老齢年金制度の支給は
しばしば，低賃金の労働者を生み出すなど賃金構
造を歪めている」とこの時代の社会的状況を説明
している4)。

1993年10月12日に開かれた年金審議会では財政
再計算に伴う具体的改正事項のうち厚生年金の在
職老齢年金制度については，「高齢者の就業意欲
を阻害しないよう，年金と賃金の合計が，賃金の
上昇に応じて増加するように仕組みを改めるべき
である。なお，この際，高齢者の賃金水準や，年
金受給者が受ける年金と賃金の合計と年金を支え
る現役世代の賃金とのバランスに留意する必要が
ある。」5)という意見を示した。その意見を反映し
て，定額部分の支給開始年齢が2013年までに段階
的に60歳から65歳まで引上げることが決まった
1994年の改正では，65歳未満の人に支給される厚
生年金が賃金の増加に応じて賃金と年金額の合計
が緩やかに増加する仕組みへと変更された。つま
り，①在職中は，2割の年金を支給停止し，賃金と
年金の合計額が22万円に達するまでは，賃金と年
金（8割支給）は併給する，②これを上回る賃金が
ある場合は，賃金の増加2に対し，年金額を1停止
する，③賃金が34万円を超える場合は，さらに，
賃金が増加した分だけ年金を停止することが決
まった。その結果，賃金が増加すると，年金と賃
金の手取りの合計が減少するいわゆる「逆転現

象」は解消されることになった。
そして，1998年10月9日に開かれた年金審議会
では，「現役世代の負担が重くなっていることを
考えれば，60歳台後半の在職者に年金が満額支給
されることは現役世代の理解を得にくいことか
ら，厚生年金を適用し保険料負担を求めるととも
に，厚生年金（報酬比例部分）の支給も一定の制
限を行うことが適当であると考える。なお，具体
的な制度の設計に当たっては，一定の経過期間を
設けるとともに，賃金と年金を合わせた額が低い
高齢者に対しては年金額が減額されないような方
法を検討することが必要である」6)という意見を示
した。2000年の改正では，この審議会の意見に基
づき，65歳以上の人にも在職支給停止の仕組みが
導入された。具体的には①基礎年金は支給停止せ
ず，全額支給，②賃金と厚生年金との合計額が37
万円に達するまでは，満額の厚生年金を支給，③
これを上回る場合には，賃金の増加2に対して，年
金額1を停止（60歳台前半のような一律2割の年金
の支給停止はない）することが実現されることに
なった。

2003年9月の社会保障審議会年金部会の意見を
反映した2004年の改正では，高齢者の就労を阻害
しない，働くことに中立的な制度とするため，65
歳未満の人の在職老齢年金制度について，一律に
年金の2割を支給停止する仕組みが廃止されるこ
ととなった（施行は2005年4月1日）。また，70歳以
上の雇用者に対しても，65歳以上の人の在職老齢
年金と同様の在職支給停止の仕組みが適用される
こととなった（ただし，保険料の負担なし）。江口
は，「2004年改正では70歳以降は被保険者ではな
いにもかかわらず高在老の対象にして，賃金と年
金の合計額が高ければ年金を削ることにしたわけ
です。被保険者ではない者の年金をなぜ削れるの
か，はなはだ疑問です」と疑問を投げかけた（社
会保険実務研究所，2020）7)。

3) 堀勝洋（2020）p.142から引用。
4) 宮地克典（2020）p.12から引用。
5) 年金審議会（1993）p.3から引用。
6) 年金審議会（1993）p.3から引用。
7) 社会保険実務研究所（2020）p.15から引用。
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2019年の年金財政検証では，基礎年金の加入期
間40年を基礎として，65歳以上の在職老齢年金制
度を廃止又は基準額の引上げにより縮小した場合
に対するオプション試算が行われた。試算の結
果，基準額を47万円から62万円に引き上げると，
所得代替率は0.2％低下し，在職老齢年金制度を廃
止した場合は所得代替率が0.3～0.4％低下すると
いう結果が出た。つまり，経済成長が最も高い
「ケースⅠ」の場合でも所得代替率は51.9％から
51.6％に低下する。一方，対象者への年金支給額

は，縮小の場合は年2200億円，廃止の場合は年
4200億円増加すると試算された。不思議な点は在
職老齢年金制度が廃止されるのにもかかわらず将
来の所得代替率はむしろ減少することだ。田中
（2019）は，その理由について「厚生年金の給付が
増えると，年金財政を安定させるため，年金支給
額の伸びを抑えるマクロ経済スライドが発動され
るからである」8)と説明している。マクロ経済スラ
イドは，そのときの社会情勢（現役人口の減少や
平均余命の伸び）に合わせて，年金の給付水準を

8) 田中秀明（2019）から引用。
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60～ 64歳 65～ 69歳 70歳以上

1965年

1969年
在職老齢年金を 65歳未満の人まで拡大
（在職中の年金支給割合は 8，6，4，2
割の 4段階）

1975年
支給制限の緩和
（同じ賃金であれば，原則，支給割合が
高まるように見直した上で，支給割合
を 8，5，2割の 3段階へ改正）

1985年

1989年
在職老齢年金の支給割合を 8～ 2 割の
7 段階に改正（賃金が増えても，賃金
と年金の合計額が増えず，減る場合も
ある）

1994年
賃金の増加に応じ，賃金と年金の合計
額がなだらかに増加するように改正（た
だし，一律に２割の年金を停止）

2000年
在職支給停止の仕組みを導入（ただし，
65 歳未満の人より緩やかに支給を停止
する仕組み）

2004年
高齢者の就労を阻害しない，働くこと
に中立的な制度とするため，在職中に
一律に 2割の年金を停止する仕組みを
廃止

65 歳以上の人と同様の在職支給停止の
仕組みを導入（ただし，保険料負担は
ない）

2020年

支給が停止される基準額を見直し
（総報酬月額相当額と老齢厚生年金の基
本月額の合計が「47 万円」を越えた場
合，年金額の全部または一部について
支給停止される計算方法に緩和）

2024年

2024年

賃金上昇を反映し，2023年 4月からは基準額を「48万円」に見直し

賃金上昇を反映し，2024年 4月からは基準額を「50万円」に見直し

1965 年の年金改正で，新たに 65 歳以上の高齢就業者にも支給される年金として，
在職老齢年金を導入（在職中の支給割合は本来の年金額の一律８割）

厚生年金被保険者の年齢上限が 65 歳未満と設定されたため，65 歳以上の人は被
保険者ではなくなり，在職老齢年金の仕組みから除外され，在職中でも年金が全
額支給

資料：厚生労働省社会保障審議会年金部会（1991）「在職老齢年金の見直しについて」第4回社会保障審議会年金部会，平成3年10月11日，
厚生労働省年金局（2023）「高齢期における年金制度」第8回社会保障審議会年金部会2023年10月24日資料2等を参照に筆者作成。

図1 在職老齢年金制度の主な改正の経緯
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自動的に調整する仕組みだ。
最近の2020年の改正では，在職中の年金受給の
在り方について議論が行われ，2022年4月から60
歳以上65歳未満の人の在職老齢年金制度につい
て，年金の支給が停止される基準が見直された。
つまり，改正前の65歳未満の人の在職老齢年金制
度では，総報酬月額相当額と老齢厚生年金の基本
月額の合計が「28万円」を上回る場合，年金額の
全部または一部が支給停止されていた。改正後の
2020年4月以降は65歳以上の人と同じように，総
報酬月額相当額と老齢厚生年金の基本月額の合計
が「47万円」を超えない場合は年金額の支給停止
は行われず，「47万円」を上回る場合は年金額の全
部または一部について支給停止される計算方法に
緩和されることになった。
さらに，最近は賃金上昇を反映し，2023年4月か
らは基準額を「48万円」に，また，2024年4月から
は「50万円」に引き上げた。2年度連読の引き上げ
である9)。
そして，2024年7月に発表された2024年の年金
財政検証では，オプションとして65歳以上の在職
老齢年金制度の仕組みを撤廃した場合について試
算を行った。2022年に在職老齢年金制度が適用さ
れ年金が支給停止された人は50万人と全受給者の

16％を占めている。支給停止額は4,500億円に達
した。試算では，段階的に支給停止基準額を引き
上げ，最後には制度を撤廃した場合，働く年金受
給者の給付が増加する一方，将来の受給世代の給
付水準が低下し，報酬比例部分の所得代替率は
2029年度に0.5％低下する（基礎年金は影響なし）
という結果が得られた。

Ⅲ 最近の高年齢者雇用政策と高年齢者の労働
市場参加の現状

1970年代までには55歳が一般的だった日本の定
年年齢は，平均寿命の上昇や出生数の減少による
労働力不足等の影響によって，継続的に引き上げ
られてきた。政府は高年齢者雇用安定法を改正す
ることで，1985年に60歳定年を努力義務とし，
1994年には法を改正して60歳定年を義務化する規
定を設け，1998年からは60歳定年を施行した。

2004年の「高年齢者雇用安定法」（2006年4月施
行）では，定年が65歳未満の企業に対して，①65
歳までの定年延長，②定年廃止，③定年後も労働
者を雇用する継続雇用制度（再雇用制度と勤務延
長制度）のいずれかを選択して実施することを義
務化した。ただし，企業が継続雇用制度を選択し

9) 基準額は現役男性被保険者の平均月収（ボーナスを含む）を基準として設定。

社 会 保 障 研 究 Vol. 9 No. 2196

支給停止基準額 支給停止者数 支給停止額
支給停止基準額見直し
による給付増

2022年度 47万円 50万人（16％） 4,500億円 －
53万円 37万人（12％） 3,600億円 900億円
56万円 33万人（11％） 3,200億円 1,300億円
59万円 29万人（10％） 1,900億円 1,800億円
62万円 27万人（9％） 2,300億円 2,200億円
65万円 25万人（8％） 2,700億円 2,600億円

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.

.
撤廃 － － 4,500億円

所得代替率への影響
比例：▲0.5％
※基礎は影響なし

参考；高在老の撤廃によ
る給付増（報酬比例部分）
2030年度：5,200億円
2040年度：6,400億円
2060年度：4,900億円

高在老の撤廃 参考：65歳以上の在職老齢年金の支給停止基準額を変更した場合の影響
（2022年度末テータ）

資料：社会保障審議会年金部会（2024）「令和6（2024）年財政検証結果の概要」，2024年7月3日，第16回社会保障審議会年金部会。

図2 65歳以上の在職老齢年金制度の仕組みを撤廃した場合の試算結果
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て実施する場合には，継続雇用制度の対象者を選
定する基準を労使協定で設定できるようにしたた
め，希望するすべての労働者が継続して勤務する
ことはできなかった。また，労働者が実際には継
続雇用制度を希望しているにもかかわらず，企業
が設定した基準に自分は該当しないと自ら判断
し，継続雇用を希望しない事例も頻繁に発生し
た。
そこで，政府はこのような問題点を改善するた
め，2013年4月から新しく改正された「高齢者雇用
安定法」を施行し，労使協定によって対象者を選
定する基準を法的に禁止した。また，2013年の改
正では，60歳定年後も引き続き勤務できる企業の
範囲をグループ企業まで拡大した。高年齢者雇用
確保措置を実施していない企業に対しては，労働
局と公共職業安定所であるハローワークが指導を
行い，指導後も改善しなかった企業は是正勧告の
対象となる。さらに，勧告を受けた企業は公共職
業安定所からの求職活動ができなくなり，助成金
の支給も停止される。また，企業が勧告に従わな
い場合には，企業名が公表される。企業名が公表
されると，コンプライアンス（compliance）に対

する意識が低い会社として認識され，企業に対す
る評価が下がり，結果的に優秀な人材の採用が難
しくなるため，ほとんどの企業は高年齢者雇用確
保措置を実施している状況である。
厚生労働省が2023年12月に発表した調査結果に
よると，2023年6月1日現在，約99.9％の企業が上
記3つの措置のうち1つを選択して高年齢者雇用確
保措置を実施していることが分かった。さらに，
2021年4月からは，2020年4月に公布された「改正
高年齢者雇用安定法」の施行により，70歳まで現
役で働くことが可能になった。改正法の施行によ
り企業は（1）70歳までの継続雇用制度の導入，
（2）70歳までの定年の引き上げ，（3）定年制の廃
止，（4）70歳まで継続的に業務委託契約を結ぶ制
度の導入，（5）70歳まで企業自らのほか，企業が
委託や出資等する団体が行う社会貢献活動に従事
できる制度の導入のうち，いずれかの措置を講じ
ることが努力義務として追加された。政府が70歳
雇用を推進するなど高年齢者の労働市場参加を奨
励する政策を実施する主な理由は，（1）少子高齢
化の進展による労働力不足に対応するとともに，
（2）社会保障制度の持続可能性を高めるためだ。
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1989年：60歳定年
義務化施行

2006年：65 歳までの
雇用確保措置の義務化
施行

2021年：70 歳までの
雇用確保措置の努力義
務化施行

2005年 4月：低在老の在職老齢年金
：一律に年金の 2割を支給停止する
仕組みを廃止

2005 年 4 月：70 歳以上の雇用者に対
しても、65 歳以上の人の在職老齢年と
同様の在職支給停止の仕組みが適用

2000年改正：65歳以上の人にも
在職支給停止の仕組みが導入

1994年改正：65歳未満の人に
対する「逆転現象」が解消

2020年改正：
低在老の基準額を
高在老と統一

資料：総務省統計局「労働力調査」から筆者作成。

図3 高年齢者関連制度と就業率の推移
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これまでの政府の高年齢者雇用政策が公的年金制
度の受給開始年齢の引き上げとともに実施されて
きたことに比べて，2020年の改正では公的年金の
受給開始年齢の引き上げがない中で，70歳雇用の
努力義務が課された。つまり，これまでは年金の
受給開始年齢に合わせて退職する時期を決めてい
たが，これからは年金の受給開始年齢とは関係な
く，高年齢者が個人の希望に合わせて退職する時
期を決めることになったのだ。
政府が継続的に高年齢者雇用促進政策を推進し
た結果，労働市場に参加する高年齢者は年々増加
している。60～64歳と65～69歳の高年齢者の就業
率は，「改正高年齢者雇用安定法」施行前で，低在
老の在職老齢年金制度について一律に年金の2割
を支給停止する仕組みを廃止した2005年の52.0％
（男性65.9％，女性39.0％）と33.8％（男性45.0％，
女性23.7％）から，2023年には74.0％（男性84.49
％，女性63.8％）と52.0％（男性61.6％，女性43.1
％）と大幅に上昇した。

2023年における労働力人口のうち65～69歳の者

は394万人，70歳以上の者は537万人であり，労働
力人口総数に占める65歳以上の者の割合は13.4％
と長期的には上昇傾向にある。

Ⅳ 在職老齢年金制度と高年齢者の就労との関係

1 在職老齢年金制度の支給停止が高年齢者の
就労意欲に与える影響

2024年4月時点の在職老齢年金制度は，60歳以
降に老齢厚生年金を受け取りながら働く場合，
「老齢厚生年金の基本月額」と「総報酬月額相当
額」の合計額が50万円を超えると，年金が減額さ
れることになっている。ただし，この金額には老
齢基礎年金は含まれず，働く場合でも全額支給さ
れる。一方，厚生年金の支給開始年齢は2025年
（女性は2030年）から65歳になるので，65歳未満の
人の在職老齢年金制度は2025年で終了し，65歳以
上の人のみ在職老齢年金制度が適用されることに
なる。
在職老齢年金制度は一定以上の収入がある高年

社 会 保 障 研 究 Vol. 9 No. 2198

②総報酬月額相当額（標準報酬月
額＋直近 1年間の賞与の 1/12）

基準額

基礎年金（年金の支給停止はない）

①老齢厚生
年金の基本
月額＋②総
報酬月額相
当額

①老齢厚生年金の基
本月額と②総報酬月
額相当額（標準報酬
月額＋直近 1年間の
賞与の 1/12 ）の合計
額が基準額を超えた
ら年金額を調整

①老齢厚生年
金の基本月額

総報酬月額相当額

在職老齢年金により
減額される部分

厚生
年金

資料：中嶋邦夫（2024）「現職老齢年金の減額判定基準が月額50万円へ引き上げ」年金ストラテジー（Vol.333）March 2024等を参考に筆
者作成。

図4 在職老齢年金制度の支給停止の仕組み（2024年4月現在）
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65歳未満の在職している年金受給権者 120万人

賃金と年金の合計の階級別在職老齢年金受給権者（65歳未満）の構成割合（％）

在職停止者数 67万人
在職受給権者数（120万人）の 55％
（受給権者（337万人）の 20％）

資料：厚生労働省年金局（2019）「年金制度改正の検討事項」第15回社会保障審議会年金部会2019年12月25日資料2。

図5 65歳未満の在職老齢年金制度の状況（2018年度末）
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65歳以降の在職している年金受給権者 287万人

賃金と年金の合計の階級別在職老齢年金受給権者（65歳以上）の構成割合（％）

在職停止者数 49万人
在職受給権者数（287万人）の 17％
（受給権者（2,828万人）の 1.7％）
支給停止対象額約 4,500億円

資料：厚生労働省年金局（2023）「高齢期における年金制度」第8回社会保障審議会年金部会2023年10月24日資料2。

図6 65歳以上の在職老齢年金制度の状況（2021年度末）
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齢者の場合，働くほど年金が減額・停止されるた
め，在職老齢年金制度が高年齢者の就労意欲を削
いでいるとの指摘も少なくない。実際，2018年度
末時点で65歳未満の在籍している年金受給権者
120万人のうち，基準額28万円を超えて年金支給
が停止された人は67万人で在職受給権者の55％を
占めた。一方，2022年度末時点で65歳以上の在籍
している年金受給権者287万人のうち，当時の基

準額48万円を超えて年金支給が停止された人は49
万人で在職受給権者の17％を占めており，支給停
止対象額は約4,500億円に至った。
厚生労働省年金局（2019）が厚生年金を受け取
る年齢になったときの働き方について聞いたとこ
ろ，「年金額が減らないように，収入が一定の額に
収まるよう就業時間を調整しながら働く」が
46.8％で最も高く，「老後どのように働くかどうか

社 会 保 障 研 究 Vol. 9 No. 2200
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年金額が減るのを避けるため働かない 年金額が減らないように、収入が一定の額に
収まるよう就業時間を調整しながら働く

老後どのように働くかどうかと、年金額が
減ることは特に関係ない

厚生年金の加入期間がない その他

資料：厚生労働省年金局（2019）「年金制度に関する総合調査結果の概要」令和元年10月9日より筆者作成。

図7 厚生年金を受け取る年齢になったときの働き方
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年金額が減るかどうかにかかわらず、会社などで働く 会社などで働かず、自営業主・自由業などとして働く
厚生年金の加入期間・加入予定がなく、受給する見込みがない その他
無回答

資料：内閣府（2024）「生活設計と年金に関する世論調査」（令和5年11月調査）より筆者作成。

図8 年齢階級別在職老齢年金制度と就労についての意識
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と，年金額が減ることは特に関係ない」の25.4％
を大きく上回った。「年金額が減らないように，
収入が一定の額に収まるよう就業時間を調整しな
がら働く」と回答した割合を年齢階層別にみる
と，49歳以下が57.5％で最も高く，若い世代ほど
年金額の減少が就業に負の影響を与えていること
が分かった。
一方，2024年3月に内閣府が公表した「生活設計
と年金に関する世論調査」によると，「厚生年金を
受け取る年齢になったとき，どのように働きたい
と思うか，また，既に厚生年金を受け取っている
場合は，現在の就労状況に近いものはどれか」の
問に対し，44.4％の方が「年金額が減らないよう
に，就業時間を調整しながら会社などで働く」と
回答した。厚生労働省の2019年調査とほぼ同じ結
果が出ている。ただし，「働かない」と回答した割
合は2024年調査が23.6％で，2019年調査の「年金
額が減るのを避けるため働かない」（4.9％）を大
きく上回った。特に，60～69歳と70歳以上はそれ
ぞれ25.9％と41.3％で高く，高年齢者にとって在
職老齢年金制度の存在はほかの年齢階層と比べて
「労働市場進入の壁」になっている可能性が高い
ことが伺える。

2 在職老齢年金制度と高年齢者の就業抑制効
果に関する先行研究
在職老齢年金制度による高齢者の就業抑制効果
については，これまで多くの研究が行われてお
り，在職老齢年金制度が高年齢者の就業意欲を抑
制している可能性があるという分析結果も出た。
安倍（1998）は，55～69歳の個人を対象とした
厚生労働省「高年齢者就業実態調査」（1983年，
1988年，1992年）の個票データを用いて，1989年
の在職老齢年金制度の改正が，労働供給にどのよ
うな影響を与えたのかを分析するために，誘導型
の労働供給モデルを推定した。安倍（1998）は，
分析の結果について「在職老齢年金制度に基づく
厚生年金給付の減少は労働供給を減少させるが，
この傾向は1983年から1992年にかけてより小さな

ものとなってきた。1989年の在職老齢年金制度の
改革が，労動供給を大きく増進したかどうかにつ
いては疑問がある。他の要因をコントロールする
と，60～64歳の厚生年金受給権者の労働供給は，
1989年前から増加し始めていたようである。」10)と
説明した。
岩本（2000）は，在職老齢年金制度の就業阻害
効果を確認するために，在職老齢年金制度による
限界税率の上昇効果が発生しないように制度変更
を行ったときの就業率の上昇効果を推計した。分
析の結果，在職老齢年金制度による限界税率の格
差を是正する政策は60～64歳の就業率を5％程度
引き上げる効果があることや，89年の在職老齢年
金制度の改正の就業への影響は統計的に有意では
ないという結果が出ており，在職老齢年金制度の
改正が89年代後半の高齢者就業率の上昇の直接的
原因だとは言えないと結論付けた。
Ṥ口・山本（2002）は，『高年齢者就業実態調査

（個人調査）』（1992年，1996年，2000年）の個票
データを用いて，ヘックマンの2段階法により推
計を行った。分析の結果，定額部分の支給開始年
齢が2013年までに段階的に60歳から65歳まで引上
げた1994年の改正は，60～64歳層の雇用確率を引
き上げたが，改正後の在職に伴う厚生年金の減額
は高齢者の就業意欲を大きく抑制していると説明
した。つまり，1994年度の改正によってフルタイ
ムの労働供給は3％程度押し上げられた反面，在
職による厚生年金の減額がなければ，フルタイム
の雇用確率はベースラインよりも約12％も高くな
り，在職による厚生年金の減額がなければ，さら
に多くの高齢者が活用されていた可能性があると
説明した。
石井・黒澤（2009）は，2000年法改正による在
職老齢年金制度と94年法改正による年金支給開始
年齢引き上げの効果について，『高年齢者就業実
態調査（個人票）』を用いた分析を行った。分析で
は，在職老齢年金制度の60歳代後半への導入は，
誘導形の推定では統計的に有意な影響は見られ
ず，構造的モデルの推定では，普通勤務に伴う年

10) 安部由起子（1998）p.78から引用。
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金の減額が有意にフルタイム就業確率を低めるこ
とが示されたが，今般の制度変更が緩いものであ
るために，当該年齢層の労働供給行動にはほとん
ど影響を及ぼさないことを示唆する結果となっ
た。一方，構造的モデルに基づくシミュレーショ
ンでは，60～64歳層に対して在職老齢年金制度に
よる年金減額を廃止した場合，当該年齢層のフル
タイム就業率は約3.0％ポイント高まるという結
果が出ており，在職老齢年金制度が60歳代前半層
の就業意欲を抑制している可能性があると分析し
た。
山田（2020）は，労働政策研究・研修機構が2014
年に実施した「60代の雇用・生活調査」の個票を
用いて，在職老齢年金制度と再雇用時等の賃金低
下による就業抑制効果をProbit Modelにより推計
した（就業している場合を1，就業していない場合
を0にした被説明変数を使用）。分析の結果，在職
老齢年金制度（「厚生年金の受給資格（老齢厚生年
金の受給資格がある場合（全額支給停止されてい
る場合も含む）を1とおくダミー変数）を潜在的な
在職老齢年金制度への適用の代理変数として使
用）は，賃金変化率，早期退職優遇経験措置経験，
55歳当時の企業規模などの職歴変数を加えた推計
式で，男性の62-64歳の就業率を11％，女性の60-61
歳の就業率を23％引き下げるという結果が出てお
り，統計的に有意であった。しかし，山田は「「老
齢厚生年金の受給資格」について「なし」あるい
は「欠損」となっており，かつ厚生年金を実際に
受給（老齢以外に障害・遺族厚生年金受給者を一
部含む）していても，その人々を「老齢厚生年金
の受給資格」を「あり」に補正しない場合，これ
まで述べてきた在職老齢年金制度の就業抑制効果
は，男女・3年齢階級とも10％水準でみても統計的
に有意でなく，確認できない」11)と分析結果を説明
した。
内閣府政策統括官（2019）は，「中高年者縦断調
査」の第1回～第11回（2005～2015年）の個票デー

タをパネルデータ化し，60代の就業行動を決める
さまざまな要因の影響の大きさを計測した。モデ
ルの推計結果からは，60代の就業行動に影響を及
ぼす要因は大きく収入要因と企業側の要因の影響
が大きいことが判明された。またこの結果を用い
て試算を行ったところ，収入要因では，例えば在
職老齢年金制度による年金停止がなかったと仮定
した場合，フルタイム就業を選択する確率を2.1ポ
イント（人数換算では14万人）押し上げる反面，
企業側の要因では，例えばすべての企業に継続雇
用制度等の制度があったと仮定した場合，フルタ
イム就業を選択する確率は26.3ポイント（人数換
算では176万人強）押し上げられる効果があるこ
とが明らかになった。分析結果から，60代前半で
は，在職老齢年金制度によりフルタイム就業意欲
が一定程度阻害され，代わりにパートタイム就業
や非就業が選択されていることが分かる。
一方，受給年金が就業に負の影響を与える効果
と，就業が受給年金に負の影響を与える効果が同
時に発生する同時決定バイアスに注目した研究も
ある。清家（1989）は，就業決定を説明する変数
として実際に受給している年金額を利用した場
合，両者が独立しているとは言い難いので，同時
決定バイアスを考慮して，年金受給権を変数とし
て利用した。
小川（1998）は就業と受給年金の同時決定バイ
アスを解消するために，「本来年金（ある個人の年
金が全く減額されなかった場合に受け取れるであ
ろう年金額）」という概念を用いて分析を行い，
「1986年の年金制度改正12)によって，公的年金の実
質支給額は若干減少しているが，減少額がᷮかで
あるため就業率の上昇にはほとんど寄与していな
い」と結論付けた。

本来年金 在職老齢年金
減額率（仕事からの収入）

11) 山田篤弘（2020）p.94から引用。
12) 小川（1998）は，厚生年金給付額に関する1986年改正の重要な点として①世代を問わず報酬比例部分を平均標
準報酬月額の30％とするために給付乗率の段階的引き上げを決めたこと，②定額部分を基礎年金と一致させるた
めの定額単価の段階的引き上げを決めたことを挙げた。
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Ⅴ おわりに

現在実施されている在職老齢年金制度は高年齢
者の働く意欲を削ぐような仕組みになっており，
見直しが必要だという議論が強い。賃金等と年金
の合計額が基準額を超えると，老齢厚生年金の一
部または全額の支給が停止される。賃金等と年金
の合計額が基準額を超えた場合には，「一部支給
停止」のデメリットを回避するため「繰下げ受給」
を選択することも考えられる。「繰下げ受給」と
は，老齢年金を65歳で受け取らずに，66歳以上75
歳未満で受け取りをスタートできる制度だ。「繰
下げ受給」を選択して受給開始年齢を66歳以降に
遅らせた場合，1ヵ月あたり年金額は0.7％ずつ増
え，受け取る年齢を70歳あるいは75歳にすると65
歳に比べて年金の月額はそれぞれ42％，84％増加
する。しかしながら，賃金等と年金の合計額が在
職老齢年金制度の基準額を超え年金額が減額され
ると，受給開始年齢を先延ばししても減額された
分は増額の対象からはずれてしまう。高山
（2020）は，「在職年金減額分は繰り下げても戻ら
ない。65歳以降の在職年金減額は，働いて年金制
度に貢献しつづけている人を不当にも冷遇してお
り，働き方に中立的ではない。所得項目の違いに
対しても中立的でなく，保険原理にも反してい
る。」と在職老齢年金制度の見直しを主張した。
藤森（2022b）は在職老齢年金制度について「エ
イジレスに働ける社会と矛盾し，高齢期の多様な
働き方を抑圧する面がある」と指摘しながら，在
職老齢年金制度を廃止する理由として，①65歳以
降に一定以上の賃金があると，それまでの保険料
拠出に基づく年金額が損なわれ，給付時には所得
に関係なく受給できるという，社会保険の原則に
反していること，②高在老は，給与所得のみが対
象であり，資産所得などは対象としておらず，給
与所得者に不公平感を抱かせていること，③高在
老では，在職支給停止分は，繰り下げによる増額
の対象とならないので，長く働く高齢者にペナル

ティを課していること，④今後，現役期に近い働
き方をする高齢者の増加が予想されている中，高
在老はこうした人々に年金不信を持たせてしまう
ことを挙げている13)。
江口は，「基礎年金を減額するのは，まだいいで
す。なぜなら基礎年金の半分は国庫負担なので，
国家財政上の見地から削ることはあり得るでしょ
う。しかし，厚生年金に国庫負担は一切なく，す
べて被用者が保険料として長年払ってきた権利を
得たものなのです。これを勝手に削ることにな
る」と在職老齢年金制度に反対する姿勢を明らか
にした（社会保険実務研究所，2020）。
一方，在職老齢年金制度について肯定的な考え
を持つ研究者も少なくない。堀（2017）は，「在職
老齢年金には，低賃金で就労している高齢者に年
金を支給したり，高賃金で年金を必要としない高
齢者の年金を削減したりするなどの意義があ
る」14)と在職老齢年金制度を評価した。また，堀
（2020）は，上記の江口の主張に対して「在職支給
停止することは合理的理由がある。老齢基礎年金
はすべての国民に基礎的な生活を保障するという
趣旨の年金であり，支給停止することは疑問だ，
医療保険や介護保険でも，保険料額の多寡にかか
わらず必要に応じた医療や介護の給付が行われ，
低所得者の利用額が低くされている，70歳以上の
被保険者は実際在職して賃金を得ているので在職
老齢年金により年金の支給を停止しても問題な
い，所得制限は高所得者を狙い打ちする仕組みな
ので特定の受給者を支給停止することは問題な
い」と主張している。
また，西村（2019）は，「65歳以上も雇用されて
いる状態を規範的な高齢者像とし，継続雇用支援
の観点から，65歳以上の在職老齢年金制度を，退
職年金の例外として退職前に一部支給し，年金と
雇用で生活を賄うものとして理解し，当面維持す
べきではないだろうか。65歳以上の場合は賃金が
高い人が多く，高齢者側の就労抑制効果も小さい
し，雇用する側の雇用促進効果も見込まれ，財政
上の影響もあるため，在職老齢年金の仕組みの廃

13) 藤森克彦（2022b）p.77から引用。
14) 堀勝洋（2017）p.395から引用。
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止はすべきではないと考えられる」と述べた15)。
以上を見ると在職老齢年金制度に関する意見は賛
否が拮抗していることが分かる。
では海外がどうだろうか。厚生労働省年金局

（2023）によると，アメリカ，イギリス，ドイツ，
フランスには，特に支給開始年齢16)以降は，収入
額によって年金給付額を減額する仕組みが存在し
ない17)ことが分かる。岡（2019）も「EU28か国
（イギリスを含む）の社会保障の現状を見ると，老
齢年金制度において報酬と年金の併給に関して，
ほとんどの国は問題なく認められている。つま
り，就労していても所得額にかかわらず，老齢年
金は満額支給される国が多数である。全面的に報
酬と老齢年金の併給を禁止している国はなかっ
た」と説明している18)。
しかしながら，支給開始年齢以降，収入額に

よって年金給付額を減額する仕組みを実施する国
もある，その代表的な国がカナダと韓国だ。
カナダ政府は，1989年に連邦政府の赤字を解決
するための対策として，年金以外の所得が規定を
超える高所得者に基礎年金給付19)の一部または全
額を国に払い戻させるクローバック（clawback）
制度を導入した。2023年基準で基礎年金給付込の
所得が年間で86,912カナダドルを超える年金受給
者について翌年の所得申告の際に基礎年金給付の
一部または全額を連邦政府に戻すこととされてい
る。返済額の計算は，その年の収入と基準額との
差額に基づいて行われる。つまり，所得が基準額
（2023年は86,912カナダドル）よりいくら高いかを
計算して，基準額を超えた金額の15％を返済しな
ければならない。例えば，2023年の収入が96,000
ドルだった場合，返済額は96,000ドルと86,912ド

15) 西村淳（2021）pp.45-46から引用。
16) ここで支給開始年齢とは，給付算定式で得られた額を増減額なく受給できる年齢を意味する。
17) 厚生労働省年金局（2023）p.13を参照。
18) 岡伸一（2019）p.49から引用。
19) カナダの年金制度は3層（tier）で構成されている。1階は基礎老齢年金（Old Age Security pension: OAS），2階は
カナダ年金（Canada Pension Plan），3階は私的年金であり，私的年金は雇用主が自主的に支援する退職年金
（Registered Pension Plan）と個人年金（RRSP）が代表的である。
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口推計 2023年（令和5年）10月1日現在」等より筆者作成。
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ルの差額の15％である1,363.2ドルとなり，2024年
7月から2025年6月までの期間に返済する必要があ
る（2024年7月から毎月約114ドルが年金支給額か
ら差し引かれる）。
96,000ドル－86,912ドル＝9,088ドル
9,088ドル×0.15＝1,363.2ドル→返済額
カナダのクローバック（clawback）制度は，日
本でも，2012年に社会保障・税一体改革の政府原
案に検討事項として盛りこまれたことがあるが導
入までは至っていない。
また，韓国でも老齢年金を受給する受給者の平
均所得月額が，最近3年間国民年金全加入者の平
均所得月額（2022年現在A値＝2,681,724ウォン）
を超える場合は年金給付額が減額される。受給者
の平均所得月額は勤労所得と事業所得（不動産の
賃貸所得を含む）の合計額を用いて算出する。但
し，利子，配当，年金，その他の所得は受給者の
平均所得月額を算出する際に含まれない。韓国に
おける公的年金制度は，一般被用者・自営業者な
どを対象とする「国民年金」や特定職業従事者の
みを対象とする「特殊職域年金」20)に分かれてお
り，自営業者を含めて公的年金制度に加入してい
たすべての者に年金給付額が減額される仕組みが
適用される。また，韓国の年金制度でも繰上げと
繰り下げ給付を利用することができるが，日本と
は異なり，5年間年金額を繰り下げた場合，5年後
には繰り下げした分だけ増額された年金がもらえ
る。
将来の労働力不足問題の解消や働く高年齢者の
モチベーション向上，そして高齢者の就労を阻害
しない観点などから考えると基準額を段階的に引
上げ，在職老齢年金制度の廃止を含めた見直しを
検討すべきである。
総務省が2024年4日に発表した人口推計による
と，外国人を含めた日本の総人口は2023年10月1
日現在1億2435万2千人で，1年前と比べて59万5千
人も減少した。さらに，外国人を除いた日本人の
人口は1億2119万3千人で前年比83万7千人も減少

し，過去最大の減少となり，出生児が死亡者数を
上回る自然減は17年連続となった。
人口の高齢化も加速しており，労働力不足は深
刻さを増している。15～64歳の生産年齢人口は
7395万2千人で1年前と比べて25万6千人減少した。
総人口に占める割合は59.5％と，2018年以降5年連
続で6割を下回っている。
政府は深刻な人手不足に対応するために，女性
や高年齢者など働く意思のない非労働力人口が労
働市場に参加できる政策を拡大してきた。また，
2019年4月には改正出入国管理・難民認定法を施
行し，特定技能1号と特定技能2号という新しい在
留資格を新設するなど外国人労働者の受け入れに
も積極的な立場を見せている。しかしながら少子
高齢化の進展による生産年齢人口の減少をすべて
外国人労働者で埋め合わせることは難しいだろ
う。従って，労働市場に参加し活躍することを希
望する人は誰でも労働市場に参加し活躍できる社
会を構築することが望ましい。そのためには労働
市場への進入を妨げる「壁」を破る必要がある。
昔に比べると在職老齢年金制度の支給停止基準額
が高くなっているので，就労抑制効果は小さく
なったが，まだすべての壁がなくなったわけでは
ない。
在職老齢年金制度の見直しや廃止により年金財
政が悪化し将来世代の所得代替率（給付水準）が
低下し，一部の高所得者を優遇する等，社会保障
政策の再分配機能が弱まる恐れはある。従って，
今後は在職老齢年金制度の廃止を含めた見直しに
伴う年金財政の悪化とそれによる将来世代の所得
代替率の低下をどのように補うか，また，再分配
機能が弱まることをどのように防ぐか等について
対策を講じながら見直しを推進する必要がある。
現在，日本では年金給付が減額されることや，一
度支給された年金給付を払い戻すことに対する抵
抗が大きい。この点を考慮すると一定所得以上の
高所得者の年金給付に対しては，マクロ経済スラ
イドのスライド調整率のみ適用し，手取り賃金の

20)「特殊職域年金」は，さらに，公務員を対象とする「公務員年金」，軍人を対象とする「軍人年金」，私立学校の
教職員を対象とする「私立学校教職員年金」，郵便局職員を対象とする「別定郵便局職員年金」に区分することが
できる。
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伸び率や物価の伸び率を少し引き下げて適用する
ことも一つの方法かも知れない。最近日本の賃金
や物価が過去より上昇していることを考慮する
と，ある程度の効果はあり，年金給付が減額され
ることや，一度支給された年金給付を払い戻すこ
とより抵抗は小さいだろう。今後，在職老齢年金
制度の見直しや廃止に対する賛否両論を慎重に検
討し，今後の対策を講じる必要がある。
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Abstract

The old-age pension for active employees is a system that suspends the payment of part or all of
the old-age pension to recipients over 60 working and earning above a certain level of wages. The 2020
revision aligns the criteria for suspending the old-age pension with those of the old-age in-service pension
for those 65 or older. Many studies have been conducted on the effect of the old-age in-service pension
system on the employment disincentive of older workers, with some analyzing the possibility that the old-
age in-service pension system may have suppressed the willingness of older workers to work. However,
there is no unified opinion on the revision of the old-age pension system, including the abolition of the old-
age pension system, and there is strong opposition to the revision of the old-age pension system. To solve
the problem of a declining working-age population due to the aging of society, building a culture where
anyone who wishes to participate and play an active role in the labor market can do so is desirable. On the
other hand, some people have accused the revision of the old-age pension system, including its abolition, of
favoring some high-income earners and going against the redistribution of social security policy, so their
opinions must also be carefully considered. Therefore, it is necessary to promote the review while taking
measures on how to compensate for the deterioration of pension finances resulting from the review,
including the abolition of the old-age pension system and the resulting decline in the income replacement
rate for future generations, as well as how to prevent the redistribution function from weakening.

Keywords：Old-age pension for active employees, incentive to work, redistribution, Act on Stabilization of
Employment of Elderly Persons, Income replacement rate, Pension financing


